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鳥取敬愛高等学校いじめ防止基本方針 

 

１ 本校のいじめ防止とは 

いじめは、いじめを受けた生徒の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格の形成

に重大な影響を与えるのみならず、その生命または身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものである。 

いじめとは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒等と一定の人間関

係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含

む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。」とされている。（いじめ

防止対策推進法 第 2条 平成 25 年 9 月 28 日施行） 

本校では、生徒一人一人が多様な個性を持つかけがえのない存在であることを踏まえたうえで、「いかなる

理由があってもいじめは許されない」という共通認識を持ち、安心して安全な学校生活を送れる教育活動を行

っている。いじめによる被害を受けたり、いじめを目撃した場合も、一人で抱え込まずに知らせてほしい、安心

できるよう守るから、というメッセージを伝えている。hyper-QU と学校生活アンケート、個別指導週間は年間２

回実施しており、実態把握に努めている。また、日々の個別面談や健康観察等でも注意深く見守っている。 

 

２ いじめを未然に防止するために 

⑴校内体制 

いじめ防止対策推進法第 22 条に基づき、本校におけるいじめ防止等々の対策のための組織として、「いじ

め防止対策委員会」（以下、委員会という。）を設置する。委員会の構成員は以下のとおりであり、教頭を委員

長とする。委員会の年間計画は生徒指導主事が作成する。 

 

校長 教頭 生徒指導主事 人権教育主任 学年主任 保健体育主事 養護教諭 

 

ただし、「鳥取敬愛高等学校いじめ防止基本方針」に基づく年間計画の作成や検証を行う場合には保護者

の代表と生徒代表に会議への出席または書面確認を求める。また、ケースにより委員長が認める場合は、他

の教職員、スクールカウンセラーにも会議への参加を要請したり、県教育委員会事務局いじめ・不登校総合対

策センターへ支援を求める。 

⑵いじめ未然防止のための取り組み 

①いじめについての共通理解 

「いじめは絶対に許されない」「いじめられる側にも問題があるという考えは絶対に認められない」と認識を教  

職員はもとより全生徒で共有する。 

②いじめに向かわない態度の育成 

①の共通理解のもと、教職員にあっては各会議や研修等で生徒の情報交換を行う。また、生徒に対しては 

学校行事や LHR をとおして「多様性を認め、人権を侵害しない人」に育つように働きかける。それとともに、生

徒が主体的にいじめについて学び、話し合う機会となる教育活動を行う。 

③いじめが生まれる背景と指導上の留意点、自己有用感や自己肯定感の育成 

すべての生徒が安心して安全な学校生活を過ごせるように全教職員で推進していく。そのために、各教員の 



授業において、生徒が参加・活躍できる場を提供し、生徒の自己有用感や自己肯定感の育成を図る。また、

もしもストレスを感じたとしても、ある程度はそれに耐えたり、プラスの力に変えられる生徒を育てることを心

掛ける。なお、教職員の不用意な言動で生徒を傷つけることがないように努める。 

 

３ いじめの早期発見に向けて 

いじめの予兆の発見には、日頃から生徒をよく観察し、少しの違和感でも感知できるようアンテナを高くする

ことと迅速な対処が必要である。具体的には、朝の健康観察、授業中の様子、遅刻や欠席の増加、学年会で

の情報収集、定期・不定期の個人面談、保健室・相談室・部活顧問等からの情報収集、こまめな家庭連絡、学

校生活アンケート等のアンケートが考えられる。 また、相談窓口を設置して生徒へ周知し、生徒指導主事及び

保健体育主事がこれにあたる。 ※被害生徒の安全確保等は最優先される 

 

４ 発見したいじめへの組織的対応 

委員会では、発見されたいじめに対していじめの程度や状況によって「平常時の対応」か「重大事態発生時

の対応」かという見極めを行う。その際本校のみで判断しかねる場合は、県教育委員会の「いじめ・不登校総

合対策センター」に相談することとする。 

なお、「重大事態」とは、①いじめにより在籍する生徒の生命・心身または財産に重大に被害が生じた疑いが

あると認めた時、②いじめにより在籍する生徒が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いが

あると認める時、をいう 

また、生徒や保護者から、いじめにより重大事態に至ったという申し立てがあった時は、その時点で「いじめ

の結果によるものではない」あるいは「重大事態とはいえない」と考えたとしても、重大事態が発生したものとし

て報告・調査等に当たらなければならない。 

⑴平常時の対応 

①いじめの疑いのある情報の発見者・対応者は、状況（何が起きていて、どのように対応したか）を管理職に報 

告する。 

②報告を受けた管理職は、いじめの疑いのある情報を確認する。また、必要に応じて総合教育推進課に相談

する。 

③いじめが疑われる場合は、直ちに委員会を開催する。そこでいじめであると判断された場合は、組織として

被害・加害生徒への組織的な支援・指導を行う。同時に、関係生徒（被害・加害とも）の家庭訪問を行い、保

護者に事実関係を伝えるとともに、学校との連携方法について話し合い、理解を得る。 

④特設 LHRや学年集会等で、事案の説明を行い、いじめはどのような理由があっても許されない行為であると

いうことをしっかりと考えさせる。併せて、いじめを見たりいじめではないかというような場面に出会ったときは、

例えそれを止められなくても、誰かに知らせる勇気を持つように指導する。 

⑵重大事態発生時の対応 

①重大事態に対処し、同種の事態の発生を防止するため、速やかに適切な方法により事実関係を明確にする

ための調査を行う。同時に、学校は鳥取県私立学校主管課に報告する。 

②事実関係の調査に当たっては、重大事態発生時にその調査を依頼するための組織である「いじめ重大事態

調査委員会」に依頼する。事案に応じて外部からの専門家の派遣が必要な場合には鳥取県私立学校主管課

と協議する。 



③学校は、被害生徒及びその保護者に対し、必要な情報を適切に提供する。 

④鳥取県私立学校主管課はもとより、所轄警察署への相談・通報や外部専門機関の援助を求めながら、事案

の解決に努める。 

⑤鳥取県私立学校主管課へ調査結果の報告をする。 

⑥被害生徒及びその保護者に対し、調査結果の報告と今後の対応を説明し、理解を得る。 

⑦加害生徒への継続指導を行う。 

⑧被害生徒への寄り添いと、継続的な心のケアを行うとともに、定期的の保護者に適切な情報を提供する。 

⑨全校集会、特設 LHR 等で、改めていじめについて考えさせる機会を設ける。いじめは人として許されない行

為であること、決して他人事ではなく生徒一人一人の問題であることを自覚させ、いじめ根絶に向けて全校を

挙げて取り組んでいく。併せて、いじめアンケートを月に１回以上実施し、情報収集に努める。 

 

５ 関係機関等との連携 

いじめ防止の取り組みやいじめが発見されたときに連携する関係機関については、以下のとおりとし、この

他に連携や対応が必要な期間があれば、速やかに連携できるようにする。 

⑴鳥取県私立学校主管課との連携 

いじめ問題全体に対する相談・報告 

重大事態が発生した場合 

⑵県警察本部 

生徒が自殺を企図した場合 

身体に重大な障害を負った場合 

金品等に重大な被害を被った場合 

⑶児童相談所 

加害生徒の家庭の教育力に問題がある場合 

⑷法務局 

インターネット上でのいじめが疑われる場合 

⑸子どもの悩みサポートチーム 

いじめ防止等の対策のための組織のメンバー派遣 

重大事態発生時の調査のための専門家の派遣 

⑹いじめ問題検証委員会（人権局） 

重大事態発生時の調査のための指導助言 

⑺専門家（精神科医、臨床心理士、弁護士等） 

生徒が自殺を企図した場合 

精神性の疾患を発症した場合 

被害生徒又は保護者が学校を相手に訴訟を起こした場合 

⑻地域（PTA 等） 

いじめに対する情報提供 


